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◇ 職員の採用・退職状況 ◇ 部門別職員数の状況と主な増減理由

 部   門
区   分 職員数 ( 人 )

増減 主な増減理由21年度 22 年度

一般行政

議　会 ３ 3 0
総務企画 49 50 1 部門の調整による増
税　務 13 12 △ 1 行政改革による減
民　生 51 51 0  
衛　生 11 12 1 部門の調整による増
農　林 16 16 0
商　工 11 9 △ 2 行政改革による減
土　木 27 27 0  

特別行政 教　育 44 43 △ 1 行政改革による減

公営企業等
水　道 10 10 0
下水道 5 5 0
その他 15 15 0

合　計 255 253 △ 2

◇ 一般行政職の平均給料月額と
　 平均年齢の状況  　（Ｈ22年４月１日現在） 

平均給料月額 平均年齢
32 万 6000 円 42.8 歳

（注）職員手当には、退職手当を含みません。

◇ 特別職報酬などの状況
（H22 年 4 月 1 日現在）

区　分 給料月額等
市　長 714,000 円
副市長 585,000 円
教育長 508,000 円
議　長 328,000 円
副議長 281,000 円
議　員 263,000 円
【期末手当支給割合】

給料月額等 ×1.4× 下記の月数   
  ６月期 :1.45 月   12 月期 :1.65 月

平成 21 年度中に新たに育児休業を取得した職員の数
取得者数 取　得　期　間
男 女 3 ケ月以下 3 ヶ月超え

6 ヶ月以下
6 ヶ月超え
9 ヶ月以下

9 ヶ月超え
1 年以下

1 年超え
3 年以下

0 5 － － － 2 3

◇ 職員の勤務時間：1週間 38 時間 45 分、勤務の割振り：月曜日から
金曜日。１日の勤務時間：午前８時 30 分から午後５時 15 分。（途中1時間
の休憩時間を設け 7 時間 45 分）

◇ 休暇等の種類：年次休暇、療養休暇、特別休暇（夏季、結婚、産前産後、
子の看護、忌引、ボランティア活動等）、育児休業、介護休暇等

◇ 年次休暇：年に 20 日。使用しなかった年次休暇は翌年次に限り繰り
越して使用可。平成 21年中の平均取得日数は 8.6 日。

◇ 育児休業、介護休暇の取得状況等：( 右表参照 )

分限処分の件数（Ｈ21年度） 処分の主な理由
免職 休職 降任 降格 計  －－ － － － －
懲戒処分の件数（Ｈ21年度） 処分の主な理由
免職 停職 減給 戒告 計  －－ － － － －

■分限処分：一定の事由によって職員がその職務を十分に果たすこと
ができない場合などに、職員の意に反する不利益な身分上の変動をも
たらす処分で、公務能率の維持向上を図ることを目的としています。
■懲戒処分：職員の一定の服務義務違反に対して職員に科する制裁と
しての処分。規律の維持を目的として職員の道義的責任を問うもの。

　職員の服務の根本基準は、地方公務員法第 30 条に「すべて職員は、全体の奉仕者
として公共の利益のために勤務し、且

か
つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに

専念しなければならない」と規定されています。この趣旨を具体的に実現するため、同
法では、営利企業等の従事制限等を職員に課しており、その他にも職務命令等に従う
義務、信用失墜行為の禁止、守秘義務、職務専念義務、政治的行為の制限、争議行為
等の禁止等の義務を地方公務員に課してい
ます。平成 21年度中の本市における営利企
業等への従事許可の状況（地方公務員法第
３８条第１項の規定による任命権者の許可を
受けたもの）は次のとおりです。

◇ 研修の実施状況（平成 21 年度）
区　　分 内　　容
独自研修 職員同和研修、実地体験研修、実務研修、交通安全研修

市以外が主催
する研修会

税務職員初任者研修、一般行政職員研修、給与事務研修会、メンタル
ヘルス研修、北信三市主査研修、人事管理研修、北信三市人事・給与
事務研修会、北信三市管理者研修会、先進都市行政視察、係長研修、
新規採用職員研修、政策法務研修

◇ 勤務成績の評定の状況
　人事評価にあたっては、平成 17 年 10 月に飯山市人事評価制度策定委員会（庶務課
長を委員長に職員労働組合から選出された者 1名、公募の職員 7 名、課長級職員 3 名
の計 12 名）を組織して制度設計を行い、平成 19 年度から係長職以上の管理・監督者

（保育園長・活性化センター所長含む）を対象に試行を実施しています。

◇ 健康診断等の実施内容
レントゲン間接撮影、胃集団検診、
大腸ガン検診、人間ドック、婦人ガ
ン検診、総合健康診断、メンタルヘ
ルス研修会、心の健康診断

◇ 公務災害等の
　 発生及び認定状況

公務災害 通勤災害
発生 認定 発生 認定
2 2 1 1

◇ 福利厚生事業
ア．互助会は、職員（会員 262 人）からの会費（給料月額の1000
分の 4.5 に相当する額。Ｈ21年度　約 4,477 千円）および市から
の補助金（Ｈ21年度　1,977 千円）等で運営されています。この
補助金は、主に市が本来実施すべき福利厚生事業を市に代わって互
助会が実施するために要する人件費や事務費などに充当しています。
　なお、互助会が実施する慶弔金、見舞金、資金の貸付、生活物資
のあっせんなどの事業の費用は、会費などにより賄われています。
イ．職員の共済制度は、他の健康保険や厚生年金の制度と同様に地
方公務員等共済組合法に基づき、職員と市とにおいて分担・拠出す
る財源により短期給付事業、長期給付事業、福祉事業等を行ってい
ます。

平成 21 年度中に新たに介護休暇を取得した職員の数
取得者数 取　得　期　間
男 女 １月

以下
１月超え
２月以下

２月超え
３月以下

３月超え
４月以下

４月超え
５月以下

５月
超え

－ － － － － － － －

申請
件数

承認
件数 承認した主な事項

25 25 公民館専門部員、水道
施設管理、統計調査等

※上記のほか派遣職員１名減
( 注 ) 職員数は一般職員に属する
職員数であり、地方自治法、公益
法人等への派遣等に関する条例に
基づく派遣職員を含み、臨時また
は非常勤職員を除いています。

◇ 職員手当の状況 　  （H22 年 4 月 1 日現在）

区　分
飯山市 国

期末 勤勉

同　
左

期
末
・
勤
勉
手
当

６月期 1.25 月分 0.7 月分
（特定幹部職員）（1.05 月分）（0.9 月分）

12 月期 1.5 月分 0.7 月分
（特定幹部職員）（1.3 月分）（0.9 月分）

合　計 2.75 月分   1.4 月分
（特定幹部職員）（2.35 月分） （1.8 月分）

自己都合 勧奨・定年

退
職
手
当

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分
勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分
勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分
最 高 限 度 59.28 月分 59.28 月分
その他特例 退職時特別昇給は未実施

※他に扶養手当、住居手当、通勤手当等があります。

１.職員の任免及び職員数に関する状況

２. 職員の給与の状況

３. 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

４. 職員の分限及び懲戒処分の状況

５.職員の服務の状況

６. 職員の研修と勤務成績の評定の状況

７. 職員の福祉と利益の保護の状況
◇ 産業医及び衛生委員会の設置
　職員の衛生及び健康の管理を行うため産業医を置くとともに、職
員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策、公務
災害の原因の調査及び再発防止対策その他職員の安全及び衛生に
関することについて調査審議するため衛生委員会を設置しています。

◇ 人件費と職員給与費の状況
　①人件費の状況（Ｈ 21 年度普通会計決算）

歳出額（A） 人件費（B） 人件費率（B/A）
144 億 9031万 3000 円 19 億 2473 万 3000 円 13.3％

　②職員給与費の状況（Ｈ 22 年度普通会計当初予算）

職員数
（A）

給　　　与　　　額 １人あたり
給与費

（B/A）
共済費給　料 職　員　手　当 計（B）うち期末・勤勉手当

226 人 8 億 8623 万
2000 円 5 億 1361万円 3 億 3187 万

1000 円
13 億 9984 万

2000 円 619 万円 3 億 3079 万
5000 円

◇ 一般行政職の初任給と経験年数別学歴
   別平均給料月額の状況   （H22 年 4 月 1 日現在）

採用 大学卒 高校卒区分
初任給 172,200 円 140,100 円

経
験
年
数

10 年以上 15 年未満 285,100 円 246,700 円
15 年以上 20 年未満 321,600 円 287,600 円
20 年以上 25 年未満 348,200 円 310,800 円
25 年以上 30 年未満 381,300 円 354,500 円
30 年以上 35 年未満 422,800 円 370,200 円

35 年以上 442,200 円 391,600 円

飯山市の人事行政の運営状況

採用者数
Ｈ22.4.1

職種 人数
上級職 2
中級職 0
初級職 0
合計 2

退職者数
Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31
退職事由 人数
定年退職 2
定年退職以
外の退職 3

合　計 5

公
表します

食と健康ボランティア養成講座

　あなたの健康、家族の健康、気になりませんか？
　この講座では、「健康」をキーワードに学び、仲間づくりを行い
ます。大勢の皆さんのご参加をお待ちしています。
　食を通じて、地域の健康づくりをお手伝いしてみませんか？

 【お問い合わせ】 長野県北信保健福祉事務所 健康づくり支援課 ☎ 62-6311
   　　　　　　　 保健福祉課 健康増進係 ☎ 62-3111 内線 181

日　　時 内　　容
１月２５日（火）

9:30 ～12:00
 講話「地域の健康づくり食改活動」
 実習「私の食生活は？ 自分の食生活をふりかえろう」

２月８日（火）
9:30 ～14:00

 講話「ヘルシーな食卓づくり―食事バランスガイドを使って―」
 話し合い「健康づくりの輪を地域にお広げよう

　　　　　　―食改さんの活動を聞いてみよう」
 調理実習「おいしい、ヘルシー、バランス食」

２月２２日（火）
9:30 ～14:00

 講話「安心・安全な食生活を知ろう―食品衛生の基礎知識」
 実習「効果的な手洗い方法を体験しよう」
 調理実習「伝えていきたい食文化―やしょうま作り―」

■場　所　長野県北信保健福祉事務所（飯山庁舎）
■対象者　できるだけ、全日程に参加でき、終了後食生活改善
　　　　　推進員の活動ができる人
■受講料　調理実習費のみ実費
■申込期限　平成２３年１月１７日（月）
■申込先　長野県北信保健福祉事務所 健康づくり支援課

食改さんてどんなことをやってるの？

■農業委員会とは
　農業委員会は、農地等の
利用の調整など農業全般に
わたる問題を解決すること
などを目的とした農業・農
業者の利益を代表する機関
で、法律に基づき市町村ご
とに設置が義務付けられた
行政委員会です。
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時には会員同士でそば
打ち体験やハイキング
などのリクレーション

リーダー研修会や
伝達講習会など

うす味でおいしくヘル
シーなメニューの普及

男性の料理教室の開
催、親子料理教室や
集落サロンの開催


